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広島県内介護保険施設・病院等における給食施設の

食中毒発生時の食事提供マニュアルの整備状況

海嶋照美*1・安武 繁*2・石永正詮*3・杉山寿美*3

介護保険施設・病院等の給食施設では、食中毒が発生した場合においても入所者、入院患者への会

事提供を継続しなければならず、被害拡大防止対策や再発訪止対策を講じなければならまい中で、こ

の責務を果たすことは施設にとって大きな課題であるO そこで、広島県内A保鍵所管内における介護

保険施設・病院等の53給食施設を対象として、食中毒発生時における食事提供マニュアルの整情状況

を謂査し、危議管理対策が適正に講じられているかどうかを把握することを巨的とした。

食中毒対応体制を確立するための施設からの課題としては、組織・人材管理項自では[代行従事者

の確保Jが、食事管理項自では「一般食以外の提供先」が、雄設・設錆管理項目では f盛句付け場所
の確課JI洗浄場所の確保jが挙げられたQ 食中毒発生時の食事提供マニュアルを作成していた施設
は介護老人福祉施設・介護老人保建施設の39.3%、病院の64.0%であった。食中毒発生時の食事提供

に関する保建寄生行政に対する要望は「食事提挟マニュアルの作成指針(チェックリスト〉の提示j、

「模擬訓練の実施j、「食事提供を支援する組織づくり(地域協議会など)JのJI震に多かった。

これらのことから、食中毒発生時において入所者・入院患者の食事提供が円滑に行えるよう平時よ

り介護保険施設・病院等の給食施設と保龍所、地域が連携して食事提供マニュアルを作成し、模擬訓

練を定期的に実擁することが必要で、あると考えられた。

キーワード:給食施設、給食経営管理、危機管理、食中毒、食事提供マニュアル、保健所

諸 E

老人福祉施設や医療施設などの給食施設では、厚生労働省から示された「大量調理施設衛生管理マ

ニュアルjに基づいて給食の提供がなされており、さらに食品衛生監視員による点検によ布食中毒発

生が未熟に訪がれるよう努められている(社国法人E本食品信生協会、 1997)0また、食中毒が発生

した場合には、被害の拡大と再発防止対策を講じるために、当該給食施設の安全性が確認されるまで

給食撞設は原知として使用禁止となる〈広島県福社保健部環境衛生課、 1996)0しかしながら、この

ような場合においても入所者、入院患者への食事提供は継続しなければならず、この責務を円滑に果

たすことは施設にとって大きな課題であるO

そこで、広島県内A保建所管内の介護保険施設・痛院等の53絵食施設を対象として、食中毒発生時

における食事提供マニュアルの整矯状況等を調査し、危機管理対策について把握することを百的とし

fこ守

*1 広島県昌三地域保健所

*2 県立広島大学保f童福桂学部
*3 県立広島大学人間文化学部
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海鵠照美ほか 給金撞設の食中毒発生時の食事提供マニュアルの整情状況

方法

平成15年 2丹から乎成16年 6月にかけて、広畠県内A保健所管内の介護保険施設・病院等の給金施

設を対象として、給食管理業務を担当する管理栄養士、栄養士に郵送および聞き取りで実施した。 A

f呆鍵所管内には、介護老人福祉施設がお施設、介護老人保健施設が12施設、病院が25撞設あ号、本研

究ではすべての施設を対象としたo @l答が得られた施設は53施設であり、題答率は100%であった。

また、介護老人福社施設および介護老人保健施設の平均定員はそれぞれ58名、 81名であり、菊院の病

床数の平均は183床であった。

調査項目は①食中毒発生侍の対応体制を確立するための課題、②食中毒発生時における食事提供マ

ニュアルの整錆状況、③食事提供マニュアルの不足項目、④保{建詰寄生行政に対する要望としたむ課査

結果発表にあたっての倫理的配慮として、調査時に調査百的、すなわち謂査や研{彦会等での発表を通

じて管内施設の食中毒対策舟上のためにマニュアル作成の崩知撤底を国ることを十分説明した守また、

調査結果は統計的に取り扱い、その記載によって酒々の施設が特定されることのないよう記慮したG

得られた結果はMicrosoftExcel 97を用いて集計を行い、さらに、「介護老人福祉施設・分護老人保

健施設」と「病読」に区分してクロス集計を仔った。

結果と考察

1 .食中毒対JiI5体裂の課題

表 1 食中毒対応体制の課題(謡査対象施設全体53施設:複数冨答)

項目

組織・人材管理

代行従事者の確保

委託先との役割分担

施設内の体制整錆

24時間連絡体制

食事管理

一穀食以外の提供先

代替食のメニューの決定

一般食の提供先

施設・設備管理

盛り付け場所の確課

洗浄場所の確保

龍馬水の確保

設構〈冷蔵庫等〉の整錆

配送手段の確保

代替食の搬入口

食器の確保

介護老人福社施設
病 i完

介護老人保健施設

n=28 n=25 

8 (28.6) 8 (32.0) 

3 (10.7) 7 (28.0) 

1 (3.6) 5 (20.0) 

O (0.0) 3 (12.0) 

6 (21.4) 8 (32.0) 

5 (17.9) 3 (12.0) 

1 (3.6) 4 (16.0) 

7 (25.0) 5 (20.0) 

5 (17.9) 2 (8が

3 (10.7) 3 (12.0) 

5 (17.9) 4 (16.0) 

4 (14.3) 。(0.0) 
1 (3.6) O (0.0) 

。(0.0) 1 (4.0) 

A口. 計

ロ=53

16 (30.2) 

10 (18.9) 

6 (11.3) 

3 (5.7) 

14 (26.4) 

8 (15.1) 

5 (9.4) 

12 (22.6) 

7 (13.2) 

6 (1l.3) 

9 (17.0) 

4 (7.5) 

1 (1.9) 

1 (1.9) 
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食中毒が発生した場合、原因究明がなされ安全な食事の提供が保証されるまでは原期として課理場

が使用禁止となり、調理従事者も調理業務に従事できない(志島県福祉保鍵部環境寄生課、 1996)。

このような非常時において、入所者・入院患者iこ食事を丹滑に提供するためには、その基盤となる対

志体制の整舗が必要となる。そこで、対応体制を確立するための課題として挙げられた点、を表1に示

した。

組犠・人材管理では「代行従事者の確保Jが挙げられた。給食施設では給食部門の調理業務を委託
している場合が多く、本調査の対象施設では調理業務を委託している撞設は介護老人福祉施設・介護

老人保健施設の50.0%、病院の48.0%であった。委託業者を通して代行従事者を確保するためには、

委託業務の契約時に食中毒発生時の管理項自を提示することにより、「代行従事者の確保jは解決さ

れると考えられるO また、調理部門を直営で、行っている場合には地域との連携が重要となる。

食事管理項目では「一穀食以外の提供先jが課題として挙げられた。給食施設での食事辻、入所者

一人ひとちの栄養アセスメントに基づいた栄養管理に基づき食事を提供しているために、施設全体と

しての食謹は多くなり、疾病の治壕を目的とした食事の調理には、通常の食事以上に調理作業に手間

がかかることからその提洪先を穫保することは容易でない。しかしながら、入所者への食事提供は継

続しなければならないため、食事を提撰してもらう地域施設や系列施設と支援協定を結んでおくこと

が必要とごとる。そのために辻、食中毒発生時における代替食確保について協議するための地域協議会

の設置を進めることが重要であるc

雄設・設犠管理項目では「盛号付け場所の確保JI洗浄場所の確保jが挙げられた。盛りイすけ作業
区域、洗浄区域は給食施設における調理場内で多くの面積を占有する区域であるO しかしながら、施

設設計段階から危機管理対策として非常時の畳り付け場所や洗浄場所を確保するという意識は低いと

推察され、調理場が使吊禁止となった場合に葡生白きな区域を確保して譲り付けを行うこと、盛り付け

区域とは隔てられた区域に洗浄場所を確保することはかなり困難であると考えられるつしたがって、

管理栄養士が施設の設計段稽かち讃極的に関わり、危機管理機能の高い施設設舗を設計に組み込んで

いくことが重要である。すなわち、設計段階で食中毒発生時において盛り付け場所、洗浄場所として

の龍馬できる区域(給排水設備があり据壁で他と区画することが可能な区域)を確保し、食中毒発生

時には許可を得て使用することが考えられる。このような亙域が確保できない場合は、弁当形式での

提棋を依頼しなければならない。

2.食中毒発生時の食事提供マニュアルの整錆状況と点検

食中毒発生時の食事提供マニュアルは介護老人保健施設・介護老人福祉施設で、39.3%01施設〉、

病院で64.0%06施設)であった。介護老人福祉施設・介護老人保鰭施設での作成は半数に満たなか

った凸マニュアルは施設の状況にあわせて独自で作成することが望ましいと考えられるが、平成17年

震における本調査対象施設の平均管理栄養士数は1.43入(介護老人福祉施設・介護老人保縫施設0.82

入、病院2.12入〉であり、栄養・食事管理、施設設備管理など管理栄養士が担当する業務は量・質と

もに多い。また、食事提供マニュアルを作成していない撞設では、 fマニュアルを作成するためには

多くの時聞が必要であ号、マニュアル作成のポイントは何か、またその実効性はどれほどのものか分

かりにくいjと意識されていると考えられ、危機管理に対する具体的な方策を講じることについての

意識が低かった。すなわち、マニュアル作成を通して施設の問題点が明らかとなること、模擬調練に

よって運用上の問題点が見出され、マニュアルがより実効性のあるものとなっていくことを説明する

ことが必要であるといえる O

表2に、食中毒発生時の食事提供マニュアルを作成している27施設のマニュアルに記載されていな
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j毎嶋照美ほか 給食雑設の食中毒発生時の食事提携マニュアルの整備状況

かった項目を示した。「設錆(冷蔵庫等〉の整備Jr使用水の確保」を明記していない撞設が37β%、
33.3%であり多かった臼施設で食中毒が発生した擦には、当該施設の使用水も原因のーっとして想定

される。そのため、慣用水の安全が確認されるまでは原尉として使用を停止することになり、食事提

供以外に必要な水(トイレ、洗濯など〉の確保も含め、考えておかなければならない。

表 2 金中毒対応マニュアJレの不足項目(マニュアル作或譲設27施設のみ複数回答〉

項目

組織・人材管理

委託先との役割分担

代行従事者の確保

24詩関連絡体制

施設内の体制整備

食事管理

代蓄食のメニユ}の決定

詰設・設備管理

設構の整備

寵用水の確保

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

n=ll 

4 (36.4) 

2 (18.2) 

1 (9.1) 

1 (9.1) 

1 (9.1) 

5 (45.5) 

3 (27.3) 

病 i完 ぷ口』 言十

n=16 n=27 

9 (0.0) 4 (14.8) 

1 (6.3) 3 (11.1) 

1 (6.3) 2 (7.4) 

9 (0.0) 1 (3.7) 

1 (6.3) 2 (7.4) 

5 (31.3) 10 (37.0) 

6 (37.5) 9 (33.3) 

盛り付け場所の確保 3 (27.3) 1 (6.3) 4 (14.8) 

食器の確保 o (0.0) 2 (12.5) 2 (7.4) 

洗浄場所の確保 1 (9.1) 1 (6.3) 2 (7.4) 

代替食(ー穀食および一般食以外)の提供先，配送手段の確保，搬入口については27施設すべてに示されていた。

また、介護老人福祉施設・介護老人保健施設で辻「委託先との役割分担」を明記していない擁設が

36.4%あったが、食中毒発生時の食事提供や代行従事者の確保等について具体的に委託先と契約し、

その役割分担について食事提供マニュアルに明確に示しておくことが望まれる。一方、調理業務を委

託していない場合〈直営〉、代行従事者の確保などを委託先にまかせることができないので、諸設の

管理栄養士が亘譲彊当することになるc 非常時においてその負担は大きく、非営時のみの委託も検討

すべきかもしれない。

なお、食中毒発生時の対志体制の課題として挙げられた項目「代行従事者の確保」、 f一般食以外の

提供先J、f藍ち村け場所J(表1)や、請院の食中毒対応マニュアルに明記されていることが少ない
ことが報告されている「食事の提供先J(渋谷智晃、 1999; i言語京子・松張子・三浦香苗、 1999;富
屠i享・大西健克、 2003;中谷忠彦、 1998;中谷忠章、 1999;中村肇、 2003) については、会事提供マ

ニュアルにこれらの項自が不足している施設は少なく、マニュアルを作成している捷設としていない

施設での課題への取り組みに差があるものと誰察された。

3.保健衛生行設に対する要望

食中毒対応体制を整えるにあたっての保健衛生行政に対する要望を質問した。要望があるとした施

設は47施設 (88.7%) であったむ具体的には「食事提供マニュアルのチェックリストの提示jが23施
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設 (48.9%)、「模擬言11練の実施jが14雄設 (29.8%)であった。また、「食事提供を支援する組織づく

ち〈地域協議会など)Jが10施設 (21.3%)であった。平成17年 1月に発生した京島県福山市におけ

る介護老人福祉施設で、のノロウイルス集団感染(田中、 2005)以後、食中毒発生時の食事提供マニュ

アルの作成(改訂)と摸援誤練が行われるようになった。本調査においても保鍵寄生行政iこ[食事提

撰マニュアル作成Jと「模擬調練jへの支援が求められていた。組織的に食中毒発生時の実地調練・
漬習に取り組むことは、職員の危機意識を向上させることができるのみで、なく、運用上の問題点を発

晃し、マニュアルをより実勢性のあるものに改言していくことが可能である C そして、改訂したマニ

ュアルに従って繰り返し訓練を実施することで、職員が告らの役割を認識し、対JZ能力の向上を図る

ことができる。今後、組識的な危機管理機能を向上させるために、「マニュアルの実効性Jと f模擬
訓練後の検討Jを関連づける指導が保龍衛生行政に求められていると考えられた。

2， 果立広島大学人間文化学部紀要

4.食事提洪マニュアルの作成指針(チェックリスト)の作或

調査結果に基づいて、食中毒対応体制の課題(表 1)および食中毒対応マニュアルの不足項EI (表

2 )で、多かった項Eを考産した、食中毒発生時の食事提{共マニュアルの作成指針を作成した。この作

食中毒対Loマニュアル作或のためのチヱツクリスト密 1

ー-缶露軍記E雇E草書匠墨f長量

食中毒対策委員会等を設置しているか?• 
清報収集班:班長00 1主L:ネ**

吉正***斑:班長00食給

Tfl. 本 2ドネ斑:瑳長00療診

1主L** * 瑳:班長00査検

責任者・講成員の決定(具体偶〉

班
長

:
0
0

連
絡
調
整
斑

事賓
江
込
者
:
寵
長

務

長

役欝分担を明確にしているか?

. 指揮命令系統は確立しているか?

〈異体輯〉役割分担

!I組織 j 担当 | 役部 i 
! 1責任者 i読長 i組織の総括に寵すること，事案に対する的確な意思決定等 | 
I1事務長|事務長 |糞在者の補佐情報の一元管理，広報及び行政への対応等 | 
I1連絡調整薩 i総務課 |委員会の標低協議事項の連絡調整，飽機関との連絡調整 等 i 
11槽報収集麗!看護課 !食中毒患者・入説患者の鍵蔑状況の把握・集計，家族への説明 等!

っ給食珪 i栄養課 i入院患者への結食の調達，保健所の謂査への協力 等 i 
11診療班!寵局・看護課!食中毒患者の診断及び治療，二次感染予防 等 i 
i I検査瑳|検査課 |検密検査等 | 

• 
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海嶋照美ほか 給食施設の食中毒発生時の食事提洪マニュアルの整備状況

- 摂動対応マニュアルは整衝しているか?

O 被害状況の報告内容

具体的な症状の調査{有症者別)=今いつから明日雲寺)，主症状(援寵，下痢， n匝吐等)

喫食者数(病棟完11)，有症者数〈病棟別〉 等

O 給食斑の実施事項

講理の自粛，代替食・食事提供に関わる代行従事者の確保・食器等の確保，換食の保存(廃

棄しない)，麗設の現状維持 等。保健所への報告事項
@有症者の状況 ②喫食者の状況 ③食品の加熱加工の記録

④調理従事者の鍵康状況 ⑤使層水の水質検査結果

。発生前2逓陪分の献立及び諦製数 ⑦京本オ料の仕入れ先 等

・責任者不在時の体舗は整備されているか?

-岨・院~!昌吉苗E個医書沼~~ヨE睡蓮1m置

- 管理者への連結方法は整備されているか?

・ 担当者への連結方法は整備されているカキ

3 代替食(一般食・ー殻食以外)のメニューの決定 I

. 一般食のメニューは決めているか?(概ね6自分〉

. 一般企以外のメニューは決めているか?(概ね613分)

〈異体業)

病読の状況に合わせて，入院患者の食事種別(軟菜食・腎損金・糖尿病食等)を把握し，メニューを

検討すること。

E ..  鍾茎董~.Clß謹害事1.，1居場i彊

- 代替食(一般食)の提供先は確保しているか?

異体筆)

i①病院関等の支援母仕出し，弁当業者窃ノ号ン製造業者 ④給食業務委託業者からの支護等

-a・r"-~韮耳目=ü彊語l!1~j，.盟諸臨司

- 代替食{一般食以外)の提供先は確保しているか?

*具体策については，上記に罰じ。
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置掴E詰謹主ntJ~百億重重量蹴唱陸軍

- 配送車は確保しているか?

・記送時間は適正か?

. i1送方法{食缶方式又は弁当方式)は決めているか?

(異体嬢)

・配送過程では，適切な誼度管理を行うこと。

・漂裂として，調理強2時間以内に喫食すること。

・事件発生後は調理話事者は原、関謂理に従事できない。また，盛り付け場所もすぐに確保できない場合もあ・

るので，当初は弁当方式の方が負担が少ない。
2 ...........“ ............................................・・・.............・ ....・ 2・・・・ ・・・ ・.-.-軍 司 n・・・ ・・・・ ...-・・.._.・e・.......“・・“........・・・ h・..........・・....・g・-....・“““"““"“・・・“ "“ー・・・・“"“・・・_..n_n.......・・・"・ ・・e

注):1を産方式:愛宕で産按L.， 持WEf守で華子ずがす否才法
弁当才式:#~ぎの震に L で搭許す.~才経

Er.t・E鍾望通~fJÌ1壇~~.

e 代替食の強入口や盛り付け室までの搬入Jレ}トは決めてあるか?
. 代替食の搬入手段は決めてあるか?

・代替食の検叡ほどのようiこするのか?

置:量園医書'IL;I担・~藍韮努事情~lrrヨr... ~u量講話量蕗書rm置

- 臨時の盛り付け場所は確保しているか?

(異体質}

女最低騒必要な設構

専用の部屋として使用できること(壁で豆罷されていることが必要)

盛り付け台，手指及び器具わ洗浄・消毒設構，専用のエプロン・マスク，使い捨て手袋・ペーパータオル i

専掃の履物，構毒液，廃棄物容器

交その飽

重己磨車， トレー，調理器具〈しゃもじ，お玉等)，冷蔵設嬬，加熱設備及び換気麗，食品の保管庫 等;
:ーー ー.............‘"・......・ ・....................一一ー 牟 ".，・ーー 、 ー.....................、........・.“.........._..“.... ー・・ e ・ ‘.... ・‘島町・ーー・ ーー ....・・ •••...••...•••..•. 

E=-護童話器層部理沼舘語種童書留婿Eヨ
. 轟号付け担当者は確保しているか?

・記膳担当者は確保しているか?

-(.)圃慢話司阻凶盟諸問~.建主事-.1婿宮ヨ

. 必要な数の食器を確保しているか?

画面・E主宰~;El~証言n1量

-使用水の確保について検討しているか? (水が原因の食中毒の場合〉

13 



14 

海嶋照美ほか 結食施設の食中毒発生時の食事提供マニュアルの整構状況

-m・・E筈i~室主牽遺書嵐官~~臨調路àm幅白書置

- 次の事項について，業務委託先と協議したか?

・代替食の提供

.代行従事者の確保

.配送方法

・盛り付け，配繕場所等

匝髭司面温唖E冒頭!lDl議室転車謹吾隠居量1""1軍事官量

- 聴員全員に配布したか?・職員はマニュアノレを理解しているか?・誤練の実蒐等iとより実効性を確保しているか?・定期的な見寵しを行っているか?

成指針は、体制整儀、食事の提供先の確保、墜ちf寸け場所の確保、代行従事者の確探などの13項巨か

ら構成されている〈図 1) 0 また、この作成指針はすでに作成されたマニュアルがより実効性のある

ものとなるようチェックワストとしての機龍も持つと考えられる。また、食中毒発生時における代替

食確保等について協議するための地域協議会の設置など整構が今後の課題であると考えられ、危機管

理機誌の向上を支援したいと考えているD
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追記

平成16年 8月14日より保健所で関寵した給食施設関係者対象の研穆会で調査結果説明および作成指

針(チェックリスト)の説明を行った。この作成指針(チェックリスト)を活用することにより食事

提洪マニュアルの作成が容易とな号、さらに模擬訓練の実施を通して、職員各自が役割を認識し対応

能力の向上を菌ることで危機管理機能の向上に資するものと考えられるむ
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i毎鵠照美ほか 給食施設の食中毒発生時の食事提供マニュアルの整備状況

A Survey Based on Manual A vailable in Facilities 

for Providing Meals in Hiroshima Prefecture 

to Secure Food in Case of an Outbreak of Food Poisoning 

Terumi KAISHI担A*1， Shigeru YASUTAKE*2， 

Masataka ISHINAGA *3， Sumi SUGIYAMA *3 

In case food poisoning breaks out at welfare facilities for the elderly or hospitals， a major 

priority is to limit the damage by ensuring that the outbreak spreads no further and to secure 

su詰stitutefood for residents. 

In 2003 and 2004， we conducted investigations as to whether manuals were available for 

coping with food poisoning. This was done using questionnaires and personal interviews at 28 

welfare facilities and 25 hospitals within a specific area of Hiroshima Prefecture. 

The figures are as follows: 39.39らofthe facilities and 64.0% of the hospitals had manuals for 

coping with food poisoning. Problems in making out manuals in the facilities are as follows:“to 

secure agent staff" ，“to secure a place to serve food"， and “to secure substitute special food¥ 

Problems in making out manuals in the hospitals are as follows:“to secure agent staff" and “to 

secure substitute special food". 

We formed “check lists" of those who had manuals readily available for coping with food 

poisoning and distributed the result all those involved. Check lists are comprised of 13 units such 

as“how to establish a system for dealing with the outbreak of food poisoning".“distribution of 

substitute food".“お securea place to serve food"， and “to secure agent staff". It is important 

that the manual defines exact1y what is involved in case of an outbreak of food poisoning. We 

make a point of conducting a practical verification for the purpose of improving the ability of staff 

members to cope with the outbreak of food poisoning， and revising the manuals more effectively. 

Key words: facilities for providing meals. business administration of meal service. crisis manage-

ment， food poisoning， manual available to secure food， health center 

*1 Hiroshima Prefectural Bisan Regional Community Health Center 
*2 Prefectural University of Hiroshima， Faculty of Health and Welfare 
*3 Prefectural University of Hiroshima. Faculty of Human Culture and Science 


